
事業場の最も低い時間給を、4o円以上引上げる中小企業に、

改善経費として、最高100万 円を助成します。
S業 務改善に伴 う設備投資資金の一助として活用 しよ う :
<支給の要件>
①事業場の最も低い時FHl給が800日未満かつ長野暴最低賃金713円 (時
FEl額)以上の労働者を使用している事業場
②賃金引上計画の策定(事業場内で最も低い時間給を40日以上引上げる)
③業務改善計画の策定(労働能率‐o瑳進に資する設備・機器等の導入)
④賃金憲:き上げのために業務改善として10万円以上の支払い

⑤助成率:常時使用労働者数31入以上(企業全体)→助成率2分の1
常時使用労働者数30人以下(企業全体)→助成率4分の3

⑥受給対象
・過去に利用実績が無く、26年度に初めて助成金の申請を行う場合
'26年度に本制度を利用した事業場1ま、27年度以降の申請Iま轟来ません。
なお、25年度までに従来の「賃金改善計画」に基づき利用された場合で、
26年度以降の引上計画による

'6年

度申請は可能です。
<支給事例(業務改善計画の例)>
銀 社 (介護事業)は、施設莉建者の送迎効率の向上を図るため、車いす乗降可能な車

g雛鶴紫魂策監織1敏五糧蠍鶴Liも、麺
型油圧ショベルを導入し、当該導入費用として100万円の助成金が支給された。
③C社 (製造業)は、手作業で行うていた加二部品や装置の搬出入が容易かつ短時間に
実現可能となり、また作業者の負担減少・作業効率の向上を図るためフォークリフトを導
入し、当該導入費用として100万鋼の助成金が支給された。

※他の助成金支給事例は、長野労働局ホームペニジの

「業務改善助成金利用事例集」をご覧ください。
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